予算要求資料
平成２９年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費　　　
	事業名　障がい者差別解消普及事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　障害福祉課　社会参加推進係　電話番号：058-272-1111（内2613）

　　　　　　　E-mail： c11226@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　     984千円（前年度予算額：877千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	877
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	877

	要求額
	984
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	984

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・平成２６年１月に障害者権利条約が批准され、また平成２８年４月に障害者差別解消法が全体施行されたことに伴い、障がい者に対する差別解消を進めるため、県民への普及啓発を強力に進める必要がある。
（２）事業内容
　　①県民会議の設置
　　・障がいのある人もない人も共に生きる社会づくりを進めるため、障がい者関係団体や県民代表、有識者等から成る県民会議を設置。
　　②県民への普及啓発活動（別途、集約広報経費にて実施）
・県の共生社会条例や障がい者マークの周知等を目的としたリーフレットを作成し、街頭啓発活動により県民へ普及啓発する。

◇リーフレットの作成　５，０００部
◇出前講座及び街頭啓発活動
県民を対象とした圏域毎の出前講座の実施や不特定多数の人が集まる鉄道駅やショッピングセンター等において街頭啓発活動を行う
　　
（３）県負担・補助率の考え方

・県10/10
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	551
	県民会議委員報酬　　　　　　　525千円

県民会議手話通訳報償費　　　　 26千円

	旅費
	274
	県民会議委員旅費　　　　　　　 64千円

関係団体調整旅費　　　　　　　  6千円

街頭啓発旅費　　　　　　　　　153千円

出前講座等　       　　　　　　51千円

	会議費
	8
	検討会議　         　　　　　　 8千円

	役務費
	95
	郵送料、電話代　    　　　　　 95千円

	使用料
	56
	県民会議　　　　　　　　　　　 45千円

出前講座　　　　　　　　　　　 11千円

	合計
	984
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　差別解消や共生社会実現を県民に直接働きかける街頭啓発活動を行うとともに、有識者、障がい者関係団体、県民代表等からなる県民会議を開催し、以て地域社会への差別解消の理念の普及を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	差別解消、共生社会の理念を普及啓発する事業であるため、指標を設定することができない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　・「岐阜県障害のある人もない人も共に生きる清流の国づくり県民会議」を８月に開催し、差別意識の根絶や県の共生社会実現施策のあり方に関して意見を聴取。

　・リーフレット等の啓発資材を制作し街頭啓発を実施。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・共生社会実現施策に関する庁内の取り組みの現状を把握し、県民等から今後に向けた意見を得ることができた。２９年度以降も定期的に県民会議を開催することで、共生社会実現施策の充実を図る。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	差別解消や共生社会づくりに関し、地道な啓発活動や県民意見聴取を行うものであり、２８年度から施行された差別解消法や県の条例の実効性を確保するうえで不可欠な基本的事業である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　街頭啓発活動により、一般県民等に直接、障がいに関する理解を訴えることができている。県民会議も、障がいに関する啓発や教育の充実、幼い頃のからのある人とない人の交流に対し、活発な意見を委員から頂いている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　街頭啓発活動、県民会議ともに、効率的な執行に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
特になし。街頭啓発活動、県民会議いずれも継続的に取り組んでいく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

県民会議については、前年度に引き続き、予算編成前での開催を果たし、県民の意見を得ながら、差別解消や共生社会づくりに向けた施策事業の充実を図っていく。


